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全（Environmental, Health and 
Safety，EHS）関 連 の 課 題 と 倫
理・法・社会関連の課題（Ethical, 















































英語では social acceptance また
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Risk Governance Council) と



























































して、第 1 世代と第 2 世代以降
の間に大きな差異があることか
ら，第 1 世代に対応するリスクを




























































































る 6)。また米国科学財団 (National 
Science Foundation: NSF)、 米
国エネルギー省 (Department of 
Energy: DOE)、 米 国 国 防 総 省





図表 4 に示す 7)。
　ナノテクノロジーの環境・健
康・安全関連分野においては、米
国 環 境 保 護 庁 (Environmental 
Protection Agency: EPA) と
米 国 国 立 労 働 安 全 衛 生 研 究 所
( N a t i o n a l  I n s t i t u t e  f o r





既存の体系、例えば TSCA (Toxic 























NTP (Nat ional  Toxicology 
Program)、NEHI (Interagency
Working Group on Nanotechnology






・ 労働環境 ： 米国労働安全衛生局
(Occupational Safety and Health Administration: OSHA)
米国国立労働安全衛生研究所
(National Institute for Occupational Safety & Health: NIOSH)
・ 医薬品 ： 米国食品医薬品局
(Food and Drug Administration: FDA)
・ 食品 ： 米国食品医薬品局 , 米国農務省
(US Department of Agriculture: USDA)
・ 消費財 ： 米国消費者製品安全委員会
(Consumer Product Safety Commission: CPSC)
・ 環境 ： 米国環境保護庁
(Environmental Protection Agency: EPA)
・ 標準化 ： 米国国立標準技術研究所
(National Institute of Standard and Technology: NIST)
図表 3　ナノテクノロジーの健康・環境影響に関する米国政府機関の担当
参考文献 6）を基に科学技術動向研究センターにて作成





　 公 的 機 関 以 外 で は、WWICS 
(Woodrow Wilson International 
Center for Scholars) と ICON 
( In t e rna t i ona l  Counc i l  on 
Nanotechnology) が 活 発 に 取
り 組 ん で い る。WWICS は 世 界
のナノテクノロジーの環境・健
康・ 安 全 関 連 の 公 的 研 究 プ ロ
ジェクトのデータベースを構築
し て い る 10)。 一 方 ICON は ラ
イ ス 大 学 の CBEN (Center for 
















る中核拠点として CNS (Center 
for Nanotechnology in Society)
を公募し、アリゾナ州立大学の
CNS-ASU とカリフォルニア大学
NSF DOD DOE NIH NIST EPA CSREES NIOSH TOTAL
  2006 年度
  実績 21.0 1.0 0.5 5.2 2.4 3.7 0.1 3.8 37.7
  2007 年度
  見込 25.7 1.0 0.0 4.6 1.8 8.0 0.1 4.6 45.8
  2008 年度
  要求 28.8 1.0 3.0 5.7 5.8 9.6 0.1 4.6 58.6
EHS Total NNI Total EHS/NNI
  2006 年度
  実績 37.7 1351.2 2.8%
  2007 年度
  見込 45.8 1392.1 3.3%
  2008 年度
  要求 58.6 1444.8 4.1%












National Institute of Health
National Institute of Standard and Technology
Environmental Protection Agence
Cooperative State Research, Education, and Extension Service (USDA)
National Institute for Occupational Safety & Health
サンタバーバラ校の CNS-UCSB
が 選 ば れ た 12、13)。 ま た CSU-
ASU は 同 様 の 課 題 に 取 り 組 み
世界各国の社会科学者に呼びか
け、「ナノテクノロジーと社会国
際 ネ ッ ト ワ ー ク (International 
Nanotechnology and Society 
Network: INSN)」を 2005 年 1 月
に設立した 14)。このネットワー
クの幹事的役割を果たす機関は










































が 代 表 的 で あ る 15)。 こ れ は
Wuppertal Institute for Climate, 
Env i ronment  and  Energy
（ドイツ）、Empa (Swiss Federal 
Laborator ies  for  Mater ia ls 
Testing and Research、スイ
ス )、Forum for the Future（英






















































































































































　 ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 社 会 受
容 に 関 す る 国 際 協 力 の 重 要 性
は、ナノテクノロジー研究開発


























推 進 を 国 家 政 策 課 題 と し て 掲
げる国すべてが認めている。初
めての国際対話は「責任あるナ
ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 研 究 開 発 に
関 す る 国 際 対 話 (International 
D i a l o g u e  o n  R e s p o n s i b l e 
Research and Development of 
Nanotechnology)」6) であり、世












関しても、2006 年 7 月に工業ナ
ノマテリアル作業部会 (Working 














国では、2004 年  月に米国材料
試験協会 (American Standard for
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◎
学生時代は航空学専攻だったが、鉄鋼メーカーに
入社し、耐熱・耐食材料の開発に従事した。セラ
ミックス、高合金から低合金鋼まで扱い、鉄道橋、
ゴミ焼却炉、原油タンカーにも潜り込んだ。今は
NIMS で国際連携業務の傍ら、ナノテク社会受容に
も首をつっこむ。
